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   令和元年度米沢市健全化判断比率・資金不足比率審査意見書の提出に 

ついて 
 
 
 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定

により審査に付された令和元年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率及びそ

れらの算定基礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見書を提出

します。 
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凡 例 
 １ 文中に用いる金額は、原則として万円単位で表示し、単位未満を四捨五入した。した

がって、合計金額と内訳の計が一致しない場合がある。 
 ２ 健全化判断比率（%）及び資金不足比率（%）は、表示単位未満切り捨てした。 
 ３ 構成比（%）は、小数点以下第２位を四捨五入した。したがって、合計と内訳の計が

一致しない場合がある。 
 ４ ポイントとは、パーセンテージ（%）間の単純差引数値である。 
 ５ 各表中の符号は、次のとおりである。 
   「０」・・・・・・零又は該当数値はあるが、単位未満のもの 
   「０．０」・・・・比率において該当数値はあるが、単位未満のもの 
   「－」・・・・・・該当数値がないもの 
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令和元年度決算に基づく米沢市健全化判断比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

  令和元年度決算に基づく健全化判断比率 

 １ 実質赤字比率 

 ２ 連結実質赤字比率 

 ３ 実質公債費比率 

 ４ 将来負担比率 

 

 

第２ 審査の方法 

  この健全化判断比率審査は、令和2年8月3日付け総務第111号で市長から審査に付

された健全化判断比率の計算が正確であるか、その算定の基礎となる書類が適正に作成

されているかについて、関係資料との照合、財政課への聴取等の方法により実施した。 

 

 

第３ 審査の結果 

  審査に付された実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率

は、いずれも適正に作成された書類に基づき正確に算定されていると認められた。 

  

令和元年度 平成30年度 平成29年度 早期健全化基準

％ ％ ％ ％

― ― ―

（△5.77） （△6.25） （△6.57）

― ― ―

（△33.82） （△29.51） （△28.03）

健全化判断比率

  実質赤字比率 12.51

  連結実質赤字比率 17.51

  実質公債費比率 7.9 8.3 8.6 25.0

  将来負担比率 43.2 35.9 40.5 350.0
 

 
 注１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字額がない場合は「 ― 」で表示した。 
    なお、参考として黒字の比率を（  ）に「 △ 」で併記した。 
 注２ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の早期健全化基準は、本市の令和元年度決算

における基準である。 
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第４ 健全化判断比率の状況 

  各種健全化判断比率の状況は、次のとおりである。 

 

 １ 実質赤字比率 

   

（実質赤字比率）[―] （一般会計等実質赤字額）[―]　（△1,142,379千円）
   (△5.77%） （標準財政規模）　19,779,114千円

×100＝

 

  ※ 赤字額がないので［―］で表記した。参考までに黒字の額及び比率を（  ）に

△表示で記載した。 

 

   標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般

財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税交付額と臨

時財政対策債発行可能額を加算した額をいう。 

 

   一般会計等実質収支額は、11億4,238万円の黒字となっており、実質赤字は発生し

ていない。 

   なお、一般会計等実質収支額の対前年度比較は、第1表のとおりであり、前年度12

億3,197万円に比べ△8,959万円減少している。 

 

 

         〈 第１表 一般会計等実質収支額の対前年度比較 〉

令和元年度 平成30年度 増　減

千円 千円 千円

  歳入総額  Ａ 39,991,100 38,127,211 1,863,889

  歳出総額  Ｂ 38,506,068 36,858,430 1,647,638

  歳入歳出差引額  Ｃ＝Ａ－Ｂ 1,485,032 1,268,781 216,251

  翌年度に繰り越すべき財源  Ｄ 342,653 36,808 305,845

  一般会計等実質収支額  Ｃ－Ｄ 1,142,379 1,231,973 △ 89,594

項　　　目
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 ２ 連結実質赤字比率 

   

（連結実質赤字比率）[―] （連結実質赤字額）[―]　（△6,691,117千円）
（△33.82%） （標準財政規模）　19,779,114千円

×100＝

 

   ※ 赤字額がないので［―］で表記した。参考までに黒字の額及び比率を（  ）

に△表示で記載した。 

 

   連結実質収支額は、66億9,112万円の黒字となっており、連結実質赤字額は発生し

ていない。 

   なお、連結実質収支額の内訳及び対前年度比較は、第2表のとおりである。連結実

質収支額は、前年度58億1,270万円に比べ8億7,841万円増加している。これは一般

会計、国民健康保険事業勘定特別会計、下水道事業会計、市立病院事業会計が減少し

たものの、水道事業会計等が増加したためである。 

 

        〈 第２表 連結実質収支額の内訳及び対前年度比較 〉 

令和元年度 平成30年度

千円 千円 千円

1,142,379 1,231,973 △ 89,594

1,138,350 1,221,863 △ 83,513

一般会計等に属する特別会計 物品調達費特別会計 4,029 10,110 △ 6,081

国民健康保険事業勘定特別会計 134,236 233,504 △ 99,268

介護保険事業勘定特別会計 102,270 101,094 1,176

後期高齢者医療費特別会計 20,143 19,058 1,085

水道事業会計 4,870,818 3,536,103 1,334,715

下水道事業会計(公共下水道事業) 148,859

下水道事業会計(農業集落排水事業) 896

市立病院事業会計 383,932 541,217 △ 157,285

と畜場及び食肉市場費特別会計 0 0 0

青果物地方卸売市場費特別会計 0 0 0

6,691,117 5,812,704 878,413

※公営企業会計の実質収支額は、資金不足額又は剰余額となる。
※下水道事業会計については、令和元年度から法非適用企業から法適用企業となった。
　また、公共下水道及び農業集落排水事業の実績収支額は合算額となった。
※平成30年度の実質収支額に係る国民健康保険事業事業勘定特別会計及び公共下水道事業会計の数値につい
　て、平成30年度実質収支に関する調書の数値とは相違がある。

増　減

合　　　計

法非適用企業

実質収支額

項　　目

一般会計

一般会計等

一般会計等以外の特別会
計の内、公営企業に係る
特別会計以外の会計

　法適用企業
公
営
企
業
会
計

37,339 △ 112,416
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 ３ 実質公債費比率 

3,370,119千円＋1,236,522千円
平成29年度 元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額

（標準財政規模）  元利償還金・準元利償還金に

7.44683% 係る基準財政需要額算入額

2,848,478千円

3,271,141千円＋1,403,954千円
平成30年度 元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額

（標準財政規模）  元利償還金・準元利償還金に

8.18507% 係る基準財政需要額算入額

2,768,562千円

3,270,369千円＋1,440,909千円
令和元年度 元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額

（標準財政規模）  元利償還金・準元利償還金に

8.25736% 係る基準財政需要額算入額

2,722,042千円

　平成29年度から令和元年度までの３か年平均＝7.9%

＝（実質公債費比率）

＝（実質公債費比率）

＝（実質公債費比率）

×100

－

－
）

（特定財源＋ ）

（

×100

－
）

－

（

×100

－
）

－
（地方債の元利償還金+準元利償還金）

（

580,772千円＋2,722,042千円

19,752,954千円

19,779,114千円

499,315千円＋2,848,478千円

（特定財源＋

）

）（地方債の元利償還金+準元利償還金）

521,006千円＋2,768,562千円

（特定財源＋

19,696,053千円

（地方債の元利償還金+準元利償還金）

 

    
   実質公債費比率は、平成29年度から令和元年度までの３か年平均で7.9％となって

おり、平成28年度から平成30年度までの３か年平均8.3％に比べ0.4 ポイント低下

している。 

   なお、実質公債費比率の推移は、第3表のとおりである。単年度の比率は、令和元

年度が8.25736％となっており、前年度8.18507％に比べ0.07229ポイント上昇してい

る。 

 

 〈 第３表 実質公債費比率の推移 〉 

  

実質公債費比率

9.45314%

7.44683%

8.18507%

8.25736%

8.3%

7.9%

　実質公債費比率（28年度～30年度の３か年平均）

　実質公債費比率（29年度～元年度の３か年平均）

平成28年度（単年度）

年　　度

平成29年度（単年度）

平成30年度（単年度）

令和元年度（単年度）
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 ４ 将来負担比率 

55,497,811千円 48,120,582千円
（将来負担額） (充当可能財源等)

元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額

19,779,114千円 2,722,042千円

－
将来負担比率 ＝ ×100

(標準財政規模)
－

（ ）
43.2%

 
   将来負担比率は、43.2％となっており、前年度35.9％に比べ7.3ポイント上昇して

いる。 

   その要因としては、将来負担額が554億9,781万円で前年度555億9,908万円に比

べ△1億 127 万円減少したが、充当可能財源等についても481 億 2,058 万円で前年度

495億1,210万円に比べ△13億9,152万円減少したためである。なお、充当可能財源

の内訳は第4-2表のとおりで、記載した全ての基金が減少している。 

 

  〈 第４－１表 将来負担額の内訳及び対前年度比較 〉

千円 ％ 千円 ％ 千円

35,247,311 63.5 35,012,399 63.0 234,912

823,391 1.5 915,567 1.6 △ 92,176

9,940,129 17.9 10,307,954 18.5 △ 367,825

5,210,778 9.4 5,033,567 9.1 177,211

4,276,202 7.7 4,329,589 7.8 △ 53,387

設立法人の負債額等負担見込額 土地開発公社 0 0.0 0 0.0 0

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

55,497,811 100.0 55,599,076 100.0 △ 101,265

増　減

合　　　計

組合連結実質赤字額負担見込額

令和元年度

項　　目

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

平成30年度

連結実質赤字額

地方債の現在高

全体に占
める割合

全体に占
める割合

金額 金額

 

  

 〈 第４－２表 充当可能財源等の内訳及び対前年度比較 〉 

令和元年度 平成30年度

金額 金額

千円 千円 千円

8,126,323 8,590,469 △ 464,146

7,458,053 7,623,642 △ 165,589

(うち都市計画税） 5,305,394 5,914,361 △ 608,967

基準財政需要額算入見込額 32,536,206 33,297,989 △ 761,783

48,120,582 49,512,100 △ 1,391,518合　　　計

増　減

充当可能基金

充当可能特定歳入

項　　目
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令和元年度決算に基づく米沢市資金不足比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

  令和元年度決算に基づく資金不足比率 

 １ 米沢市と畜場及び食肉市場費特別会計 

 ２ 米沢市青果物地方卸売市場費特別会計 

 ３ 米沢市水道事業会計 

 ４ 米沢市下水道事業会計 

 ５ 米沢市立病院事業会計 

 
 
第２ 審査の方法 

  この資金不足比率審査は、令和２年6月1日付け総務第41号で市長から審査に付され

た資金不足比率の計算が正確であるか、その算定の基礎となる書類が適正に作成されて

いるかについて、関係資料との照合、各会計担当課等への聴取等の方法により実施した。 

 
 
第３ 審査の結果 

  審査に付された資金不足比率は、いずれも適正に作成された書類に基づき正確に算定

されていると認められた。 
 

  〈 資金不足比率 〉 

令和元年度 平成30年度 平成29年度 経営健全化基準

％ ％ ％ ％

― ― ―

（△267.7%） （△189.5） （△171.4）

― ―

（△13.9） （△0.0）

―

（△16.0）

― ― ―

（△5.6%） （△8.1） （△9.5）

20.0

―

――

下水道事業会計
（公共下水道事業）

下水道事業会計
（農業集落排水事業）

― ―

水道事業会計

市立病院事業会計

会　計　名

と畜場及び食肉市場費特別会計 ―

青果物地方卸売市場費特別会計 ―

―

（△3.2）

 
 注１ 資金不足比率は、資金不足額がない場合は「 ― 」で表示した。 
    なお、参考として資金剰余（黒字）の比率を（  ）に「 △ 」で併記した。 
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第４ 資金不足比率の状況 

  各会計の状況は、次のとおりである。 

 

 １ 米沢市と畜場及び食肉市場費特別会計（法非適用） 

令和元年度 平成30年度

金額 金額

千円 千円 千円

資金不足額 ― ― ―

　 (Ａ＝ａ＋ｂ－c) 0 0 0

　 歳出額（a） 227,689 221,579 6,110

　 算入地方債現在高（b） ― ― ―

　 歳入額（c） 227,689 221,579 6,110

　 事業規模（Ｂ） 41,460 41,750 △ 290

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100） ― ― ―

経営健全化基準 20.0% 20.0% ―

項　　目
増　減

 
 ※ 当年度は、（Ａ＝ａ＋ｂ－ｃ）＝0であり、資金不足は生じておらず、資金不足比 

率は算定されない。 

 
 
 ２ 米沢市青果物地方卸売市場費特別会計（法非適用） 

令和元年度 平成30年度

金額 金額

千円 千円 千円

資金不足額 ― ― ―

　 (Ａ＝ａ＋ｂ－c) 0 0 0

　 歳出額（a） 24,055 27,122 △ 3,067

　 算入地方債現在高（b） ― ― ―

　 歳入額（c） 24,055 27,122 △ 3,067

　 事業規模（Ｂ） 23,274 23,933 △ 659

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100） ― ― ―

経営健全化基準 20.0% 20.0% ―

項　　目
増　減

 

 ※ 当年度は、(Ａ＝ａ＋ｂ－ｃ)＝0であり、資金不足は生じておらず、資金不足比 

率は算定されない。 
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 ３ 米沢市水道事業会計（法適用） 

令和元年度 平成30年度

金額 金額
千円 千円 千円

資金不足額 ― ― ―

　 (Ａ＝ａ－ｂ＋ｃ－ｄ) △ 4,870,818 △ 3,536,103 △ 1,334,715

　 流動負債（a） 249,096 508,459 △ 259,363

　 控除企業債等現在高（b） 109,950 107,751 2,199

　 算入地方債現在高（c） ― ― ―

　 流動資産（d） 5,009,964 3,936,811 1,073,153

　 事業規模（Ｂ） 1,818,842 1,865,382 △ 46,540

― ― ―

（△267.7） （△189.5%） （△78.2%）

経営健全化基準 20.0% 20.0% ―

項　　目
増　減

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100）

 

 ※ 当年度は、（Ａ＝ａ－ｂ＋ｃ－ｄ）＜0であり、資金不足は生じていない。△表示 

額は、黒字の額である。 

   資金不足比率は算定されないが、参考までに黒字の比率を△表示で記載した。黒 

字の比率は、267.7％であり前年度より78.2ポイント上昇している。 

 

 

 ４ 米沢市下水道事業会計（法適用）

令和元年度 平成30年度

金額 金額
千円 千円 千円

資金不足額 ―

　 (Ａ＝ａ－ｂ＋ｃ－ｄ) △ 37,339

　 流動負債（a） 1,270,888

　 控除企業債等現在高（b） 1,214,645

　 算入地方債現在高（c） ―

　 流動資産（d） 93,582

　 事業規模（Ｂ） 1,133,471

経営健全化基準 20.0%

※令和元年度決算から公共下水道と農業集落排水事業は合算表記となった。

項　　目
増　減

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100）
―

（△3.2）

 

 ※ 当年度は、（Ａ＝ａ－ｂ＋ｃ－ｄ）＜0であり、資金不足は生じていない。△表示額 

は、黒字の額である。 

   資金不足比率は算定されないが、参考までに黒字の比率を△表示で記載した。黒 

字の比率は、3.2％である。 
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 ５ 米沢市立病院事業会計（法適用） 

令和元年度 平成30年度

金額 金額

千円 千円 千円

資金不足額 ― ― ―

　 (Ａ＝ａ－ｂ＋ｃ－ｄ) △ 383,932 △ 541,217 157,285

　 流動負債（a） 983,824 1,214,402 △ 230,578

　 控除企業債等現在高（b） 188,716 264,413 △ 75,697

　 算入地方債現在高（c） ― ― ―

　 流動資産（d） 1,179,040 1,491,206 △ 312,166

　 事業規模（Ｂ） 6,816,152 6,655,344 160,808

― ― ―

（△5.6%） （△8.1%） (2.5%)

経営健全化基準 20.0% 20.0% ―

項　　目
増　減

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100）

 

 ※ 当年度は、（Ａ＝ａ－ｂ＋ｃ－ｄ）＜0であり、資金不足は生じていない。△表示 

額は、黒字の額である。 

   資金不足比率は算定されないが、参考までに黒字の比率を△表示で記載した。黒 

字の比率は、5.6％であり前年度より2.5ポイント低下している。 
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 〈 算定式・用語の説明 〉 

 

 

〈 算定式 〉 

 

資金不足額

事業規模
資金不足比率（%）＝ ×100

 
 

〈 用語の説明 〉 

 

◇資金不足額 

 法非適用：(歳出額ａ＋算入地方債現在高ｂ－歳入額（翌年度に繰り越すべき財源

を除く。）ｃ) 

       ※ ａ＋ｂ－ｃ＞0の場合は、解消可能資金不足額を算入する。 

 法 適 用：（流動負債a－控除企業債等現在高b＋算入地方債現在高c－流動資産d） 

       ※ ａ－ｂ＋ｃ－ｄ＞0の場合は、解消可能資金不足額を算入する。 

 

◇算入地方債現在残高 

 建設改良費及び準建設改良費以外の経費の財源に充てるための地方債の残高 

 

◇解消可能資金不足額 

 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情があ

る場合において、資金の不足額から控除する一定の額 

 次の３つのいずれかの算定方式がある。 

 ① 累積償還・償却差額算定方式 

 ② 減価償却前経常利益による負債償還可能額算定方式 

 ③ 個別計画策定算定方式（基礎控除額算定方式とすることも可能） 

 

◇翌年度に繰り越すべき財源 

 繰越明許費繰越額及び事故繰越繰越額の合算額から、これらに係る未収入特定財源

を控除した額 

 

◇事業規模 

法非適用：営業収益に相当する収入額－受託工事収益に相当する収入額 

法 適 用：営業収益の額－受託工事収益の額 

 

※ 法とは、地方公営企業法をいう。 
 

 

 

 


